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さいたま市誰もが安心して長生きできるまちづくり条例 

 

 

先人のたゆまぬ努力により長寿を享受できる社会が実現している一方で、急速に進

む社会の高齢化は、市民一人一人の将来への不安とともに、地域社会にも大きな不安

をもたらしている。例えば、核家族化やコミュニティ意識の希薄化に伴い、高齢期を

迎えている人等の孤立が社会問題となり、また、同時に進行している少子化は、まち

の活力の向上と持続的な発展を担う人材の確保に困難を生じさせることが予測される

など、地域社会を取り巻く環境は、超高齢社会の到来を目前に控え、非常に厳しい状

況になりつつある。 

一方で、平成２３年３月に発生した東日本大震災は、私たちの心に深い傷を残した

が、その後の救助活動や復興活動に象徴されるように、人は困った人を助けたいとい

う純粋な気持ちを持ったとき、大きな力を発揮することができるということも、私た

ちは改めて認識した。来る超高齢社会においても全ての市民が安心して長寿を享受で

きるようにするためには、この認識に基づいて、市民が互いに支え合い、自立した生

活を営む意欲を持ち続けることにより、誰もが人とのつながりを持ちながら生涯にわ

たって生き生きと活動することができる地域社会を築き上げていく必要がある。 

ここに、本市が超高齢社会にも対応できる活力あるまちであり続けるため、地域社

会を構成する市民、自治会等、市民活動団体、事業者及び市が、等しく理念を共有し、

それぞれの役割を認識し、及び実践することを通じて、市民一人一人が生涯にわたっ

て尊厳を保ち、安心して長生きすることができる地域社会の実現を目指し、この条例

を制定する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、市民一人一人が生涯にわたって尊厳を保ち、安心して長生きす

ることができる地域社会を実現するためのまちづくり（以下「安心長生きのまちづ

くり」という。）の基本理念を定め、並びに市民等の役割及び市の責務を明らかに

するとともに、安心長生きのまちづくりに関する施策の基本となる事項を定めるこ
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とにより、安心長生きのまちづくりに関する施策を総合的に推進し、もって活力あ

る地域社会の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 市民 市内に居住し、又は通勤し、若しくは通学する者をいう。 

⑵ 自治会等 自治会その他の市内の一定の区域における公益の増進を目的として

自主的に組織された団体でその区域に住所を有する者が主な構成員となっている

ものをいう。 

⑶ 市民活動団体 さいたま市市民活動及び協働の推進条例（平成１９年さいたま

市条例第１９号）第２条第３号に規定する市民活動団体（自治会等を除く。）を

いう。 

⑷ 事業者 市内において事業活動を行う者（市民活動団体を除く。）をいう。 

⑸ 支え合い 市民、自治会等、市民活動団体及び事業者（以下「市民等」という。

）が行う相互扶助のための全ての行為をいう。 

⑹ 居場所 市民が相互に交流する場所であって、それぞれにふさわしい役割を担

うことにより他の者から必要とされることの喜びを感じることができる場所又は

それぞれが抱える問題について互いに理解し、共感すること等により安心してと

どまることができる場所をいう。 

 

（基本理念） 

第３条 安心長生きのまちづくりは、市民等及び市がそれぞれの役割又は責務を果た

すとともに、相互に連携しながら、次に掲げる地域社会を実現することを基本理念

として行われなければならない。 

⑴ 市民一人一人が居場所を見つけることができる地域社会 

⑵ 市民一人一人が支え合いの重要性を実感することができる地域社会 

⑶ 市民一人一人が高齢期を迎えても安心して生活を営むことができる地域社会 
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 （市民の役割） 

第４条 市民は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

生涯にわたって自らの健康を保持し、地域社会において自立した生活を営むことが

できることとなるよう努めるものとする。 

２ 市民は、基本理念にのっとり、地域社会への関心を深め、積極的にその地域社会

との関わりを維持するとともに、相互に個人として尊重し、及び支え合いを実践す

るよう努めるものとする。 

 

（自治会等及び市民活動団体の役割） 

第５条 自治会等及び市民活動団体は、基本理念にのっとり、積極的に支え合いを実

践するよう努めるものとする。 

 

 （事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、地域社会に貢献する活動を積極的に実践す

るよう努めるものとする。 

 

 （市の責務） 

第７条 市は、この条例の目的を達成するため、基本理念にのっとり、安心長生きの

まちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければならない。 

２ 市は、基本理念にのっとり、安心長生きのまちづくりについて市民等に周知し、

及び啓発しなければならない。 

３ 市は、基本理念にのっとり、市民等が安心長生きのまちづくりに関する活動を円

滑に行うことができる環境を整備しなければならない。 

４ 市は、基本理念にのっとり、市の職員が自ら地域社会の一員として積極的に地域

社会のための活動に参加することができるよう配慮しなければならない。 

 

 （計画の策定等） 

第８条 市長は、安心長生きのまちづくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、安心長生きのまちづくりに関する基本的な計画を策定するものとする。 
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２ 市長は、前項の基本的な計画の進捗状況を評価するときは、その評価に市民、学

識経験を有する者等の意見を反映するために必要な措置を講じるものとする。 

 

 （他の施策との整合） 

第９条 市は、市が行う他の施策の実施に当たっては、安心長生きのまちづくりに関

する施策との整合を図るよう努めなければならない。 

 

 （市民の健康） 

第１０条 市は、市民が地域社会において自立した生活を営むことができるよう、自

らの健康に関心を持ち、その保持及び増進に取り組むことができる環境を整備する

ものとする。 

 

 （地域社会における安心の確保） 

第１１条 市は、市民が生涯にわたって地域社会で安心して生活を営むことができる

ようにするため、次に掲げる施策を実施するものとする。 

 ⑴ 医療及び福祉に関する制度の充実を図ること。 

 ⑵ 市民等との連携の下に、医療及び福祉に関する制度について、地域社会全体に

おける情報の共有化を推進すること。 

⑶ 市内に居住する者の住居における移動の安全性を確保するために必要な支援を

行うこと。 

⑷ 民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）に定める民生委員その他関係機関と

の連携の下に、災害の発生時における避難活動に際して援助を必要とする市民の

生活の実態を把握するための調査等を実施すること。 

 

 （高齢期を迎えた市民の権利擁護） 

第１２条 市は、市民が高齢期を迎えた市民の権利を尊重し、及び擁護する環境を醸

成するとともに、高齢期を迎えた市民の権利を擁護するために必要な措置を講じる

ものとする。 
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 （高齢期を迎えた市民が模範とされるための措置） 

第１３条 市は、高齢期を迎えた市民がその有する知識又は経験を地域社会に生かす

ことで他の者の模範となり、敬愛されることとなるよう、市民等との協力の下、高

齢期を迎えた市民がその年齢にかかわらず等しく地域社会において役割を担い、及

び活動することができる環境の整備その他の必要な措置を講じるものとする。 

 

 （支え合いの地域社会づくり） 

第１４条 市は、市民が支え合いの重要性を実感することができる地域社会の実現に

資するため、次に掲げる施策を実施するものとする。 

 ⑴ 加齢により心身の機能が低下している市民その他の日常生活又は社会生活を営

む上で支援を必要とする市民を身近な地域において見守る活動（次号において「

見守り活動」という。）を促進すること。 

 ⑵ 自治会等、市民活動団体及び事業者との連携の下に、見守り活動その他の市民

が身近な地域との関わりを維持することに資する活動（以下この条において「見

守り活動等」という。）を市民等に周知すること。 

 ⑶ 見守り活動等を促進する上で重要な役割を担うことが期待される地域の伝統的

な行事、文化的な財産等の維持及び活用を支援すること。 

２ 市は、見守り活動等について安心長生きのまちづくりの推進に寄与したと認めら

れる市民等の顕彰に努めるものとする。 

 

 （社会参加の機会の確保） 

第１５条 市は、市民が生涯にわたって社会参加をする機会を確保し、もって地域社

会との関わりを維持しながら生きがいを持って生活を営むことができるようにする

ため、次に掲げる施策を実施するものとする。 

 ⑴ 市民の生涯学習の機会及び生涯学習の成果を活用することができる機会の充実

を図ること。 

⑵ 市民がその意欲及び能力に応じて市内において就業する機会を確保できるよう

にするための必要な支援を行うこと。 

 ⑶ 自治会等、市民活動団体及び事業者との連携の下に、地域社会において市民が
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ボランティア活動を行うことができる基盤の整備その他の市民の社会参加の意欲

を維持するために必要な環境の整備を行うこと。 

 ⑷ 自治会等、市民活動団体及び事業者との連携の下に、市民の日常生活及び社会

生活における市の区域内での移動の利便性の向上を促進するために必要な措置を

講じること。 

 ⑸ 自治会等、市民活動団体又は事業者が市民の居場所を確保するために行う活動

を支援すること。 

 

 （子どもの意識の啓発等） 

第１６条 市は、次に掲げる教育等を行うことにより、安心長生きのまちづくりに関

する子どもの意識の啓発及び高揚を図るものとする。 

⑴ 地域社会において自立した生活を営むこと並びにその基礎となる健康の維持及

び増進の重要性を認識することができるようにするための教育 

⑵ 地域社会における支え合いの重要性を認識することができるようにするための

教育 

⑶ 高齢期を迎えた市民に対する敬愛の念を深めるための取組 

 

（推進体制の整備） 

第１７条 市は、安心長生きのまちづくりに関する施策を総合的に推進するために必

要な体制を整備するものとする。 

 

 （委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
 


